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要旨：設計基準強度 120N/mm2の超高強度モルタルを使用した RC および PC 部材のせん断伝達機構を評価す

るため，格子等価連続体モデル（LECOM）を用いて，せん断破壊する RC および PC 梁の非線形解析を行っ

た。また，高強度材料となるほど，若材齢時に自己収縮が増大する傾向にあることから，収縮による斜めひ

び割れ発生強度やせん断挙動に及ぼす影響を数値解析的に検討した。その結果，高強度コンクリートのせん

断伝達モデルならびに自己収縮を適切に評価することで，超高強度モルタルを使用した RC および PC 梁のせ

ん断破壊性状を精度良く再現することができ，解析モデルの妥当性を確認できた。 
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1. はじめに 

 近年，鉄筋コンクリート材料の進歩や施工技術の向上

に伴い，設計基準強度 100N/mm2 を超える超高強度コン

クリート材料が実用化されている。しかし，高強度コン

クリートにおいて粗骨材は流動性の低下，強度のばらつ

き，および強度の頭打ち現象の原因となることがあり，

高強度になるほど粗骨材を厳選する必要がある。一方，

超高強度モルタルは砕砂のみを使用し，粗骨材を使用し

ないため，骨材をそれほど厳選することなく，優れた流

動性，自己充填性および高強度が得られる。また，鋼繊

維補強材を添加することにより収縮ひび割れの防止や

高強度コンクリート特有の脆性的な破壊形態の改善が

可能とされている 1),2)。 

 これまで，超高強度モルタルを用いた RC および PC

部材の性能を明らかにするための実験的研究 2)が行われ，

現行のコンクリート標準示方書 3)に準じて算出したせん

断耐力が安全側の評価になることが確認されている。し

かしながら，さらに合理的な設計を行うためには，せん

断破壊性状への超高強度モルタルのひび割れ面におけ

るせん断伝達メカニズムや自己収縮の影響を数値解析

により適切に評価し，より正確な挙動を把握する必要が

あると考えられる。 

 そこで本研究では，その第一段階として，鋼繊維補強

を行わない超高強度モルタルを使用した RC および PC

梁を対象とし，これまで普通強度コンクリートにおいて，

静的･繰返し単調載荷および動的荷重を受ける RC 部材

の挙動を適切に評価し，高強度コンクリートのひび割れ

面におけるせん断伝達機構を評価可能な構成式に拡張

された格子等価連続体モデル 4),5),6)を用いて，超高強度モ

ルタルのせん断破壊実験を解析し，実験値と比較するこ

とにより，せん断破壊性状や超高強度モルタルに対する

解析モデルの妥当性について検討を行った。 

 また，高強度材料となるほど自己収縮が増大し，自己

収縮が斜めひび割れ発生強度の低下やせん断挙動に影

響を及ぼすことから 7)，収縮による初期ひび割れの影響

を数値解析的に評価し，せん断伝達挙動に及ぼす影響に

ついても検証を行った。 

 

2. 格子等価連続体モデル構成式の概要 

 格子等価連続体モデルによる構成式 5),6)は，図－1に示

すコンクリートと補強筋による耐荷機構をモデルした

Main Lattice 成分と，ひび割れ面におけるせん断伝達機構

をモデル化した Shear Lattice 成分を，ひび割れ面座標系

に想定することにより構築される。なお，本構成式の詳

細については，参考文献 5)を参照されたい。 

2.1 超高強度モルタルの等価一軸応力－ひずみ関係 

(1) 引張応力－ひずみ関係 

 超高強度モルタルを使用した RC および PC 梁の非線

形解析を行うため，引張軟化特性を直接，実験より求め

た。実験は，日本コンクリート工学協会「コンクリート

の破壊特性試験方法に関する調査研究委員会」により提

案された「プレーンコンクリートの破壊エネルギー試験

法（案）」8)に準じて行った。 

 図－2(a)に破壊エネルギー特性試験により得られた

引張軟化曲線およびコンクリートの破壊力学において

広く適用されている 1/4 モデル 9)と実験より得られた引

張軟化曲線からモデル化した提案モデルを併せて示す。

これにより，1/4 モデルは適用範囲である圧縮強度
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80N/mm2以下のコンクリートを超えており，超高強度モ

ルタルの引張軟化特性を適切に評価ができないことか

ら，本研究では，引張軟化曲線における各折れ点を以下

のように定義した 3 直線タイプを用いた。 
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(2) 圧縮応力－ひずみ関係 

 圧縮を受けるコンクリート成分の等価一軸応力－ひ

ずみ関係は，圧縮強度およびヤング係数測定試験（JIS A 

1108，JIS A 1149）より得られた圧縮応力－ひずみ関係か

らモデル化した。試験結果により，応力度はほぼ弾性剛

性のままで圧縮強度まで上昇し，脆性的に破壊したため，

本研究では図－2(b)に示すように一軸圧縮強度まで弾

性剛性とし，軟化特性を考慮しないものとした。しかし，

数値解析上急激な応力低下により，収束しなくなるのを

防ぐため，軟化勾配を初期勾配の 10 倍と仮定し，モデ

ル化した。 

2.2 ひび割れ面におけるせん断伝達モデル 

 格子等価連続体モデルでは，ひび割れ面を図－3 に示

すようにモデル化し，せん断変位およびひび割れ幅の変

化に伴うひび割れ面の凹凸の接触という観点から，せん

断伝達モデルを構築している。ひび割れ面の凹凸の接触

により発生するせん断格子方向（図－3 中の S1 と S2 方

向）の一軸応力増分は，せん断格子の応力－ひずみ関係

を用いて算出される。また，せん断格子の剛性は過去に

経験した最大ひび割れ幅の関数とした係数（図－4(b)）

によって低減され，損傷を受けたコンクリートのせん断

伝達性能の低下を評価するものと仮定する。 

 ひび割れ面における接触領域については，図－3 に示

すひび割れ面の凹凸の高さよりもひび割れ幅が大きい

場合，せん断変形が生じても，せん断伝達しないものと

する。一般に，ひび割れが骨材まわりを沿うように進展

することから，ひび割れ面の凹凸の高さは骨材寸法半径

とする。また，本せん断モデルは，ひび割れ幅の開閉に

より，接触面領域が変化する現象を図－4(a)に示すよう

に，ひび割れ幅を関数に線形的に変化させることでモデ
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(a)引張軟化曲線    (b)圧縮応力－ひずみ関係 

図－2 超高強度モルタル等価一軸応力－ひずみ関係 
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図－3 ひび割れ面のモデル化 
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図－4 接触面領域の仮定 
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図－1 格子等価連続体モデルの概要 
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ル化している。なお，本せん断伝達モデルの詳細につい

ては，参考文献 4)，5)を参照されたい。 

 普通強度度コンクリートにおいて，ひび割れ面におけ

るひび割れ傾斜角（図－3 中，θ ）は既往の研究 4),5),6)

から，約 50°とした 6)。高強度コンクリートにおいては，

コンクリートの骨材自体が割裂することにより，普通強

度コンクリートのひび割れ面よりも平滑なひび割れ形

状が形成されることから，ひび割れ面傾斜角および見か

け上の骨材寸法をそれぞれ 35°と 2.5mm とした 4)。 

 

3. 収縮による初期ひび割れの影響に関する検証 

3.1 供試体概要 

 供試体の一般図および諸元をそれぞれ，図－5 および

表－1 に示す。載荷は単純支持した供試体の中央部に 2

点集中載荷を静的に単調載荷したものである。その際の

純曲げ区間は 300mm とした。実験 2)では，プレストレス

の有無，鋼繊維補強の有無およびせん断補強筋有無をパ

ラメータとした計 8 体であったが，本研究ではそのうち

鋼繊維補強を行わない S2-1，S2-2，S2-5，S2-6 計 4 体を

解析対象とした。なお，超高強度モルタルの強度性状を

表－2に示す。 

 また，RC 部材で鋼繊維補強されていない S2-1 と S2-2

の供試体では，桁製作後自己収縮などの影響により，初

期ひび割れが進展していることが確認されている。これ

は，供試体が曲げ破壊しないように，軸方向鉄筋を比較

的多く配置したためであると考えられる。超高強度モル

タルの材料実験結果 1)により，蒸気養生後の収縮ひずみ

は，1 年後で 400μ程度であり，普通強度コンクリート

と同程度であることが確認されているが，本供試体にお

いて蒸気養生中の自己収縮による鉄筋の拘束がどの程

度であるかは不明である。 

3.2 収縮による影響の検証結果 

 収縮ひずみをパラメータにした解析を行い，実験結果

と比較することにより蒸気養生中に発生する収縮ひず

みの推定を試みた。解析は 2 段階で行い，第 1 段階では

パラメータとした収縮ひずみのみを導入し，鉄筋の拘束

によって発生する引張応力による初期ひび割れを算出

した。第 2 段階として，導入された初期ひび割れ（経験

した応力－ひずみ関係）を考慮した RC および PC 部材

の耐荷力解析を行い，実験結果より得られた荷重－変位

曲線と比較することにより，収縮ひずみによる影響につ

いて検証を行った。ただし，紙面の都合等により，パラ

メトリック解析結果および考察については供試体 S2-1

の結果のみ示す。なお，解析モデルは供試体の対象性を

考慮し，1/2 モデルとした。 

 収縮ひずみを 400μから 700μまで変化させた場合の

初期ひび割れの解析結果と実際に供試体に発生したひ

び割れとの比較を図－6に示す。スケッチ図中の破線は，

載荷前に発生した初期ひび割れを表している。解析結果

より，収縮ひずみが 400μと 500μの場合，初期ひび割

れがほとんど発生しなかった。それに対し，収縮ひずみ

が 600μと 700μでは，ひび割れが供試体中立軸付近ま

で進展した。特に収縮ひずみ 700μの場合では，軸方向

鉄筋周りにひび割れが無数に分散した結果となった。こ

れは，本解析では，鉄筋とコンクリートは完全付着を仮

定した影響が考えられる。 

 経験した応力－ひずみ関係を考慮した耐力解析によ

り得られた荷重－変位曲線と実験結果を図－7 に示す。

この結果により，収縮ひずみが 600μと 700μの場合，

せん断耐荷力が実験結果と同程度であるものの，部材の

表－1 供試体諸元 

供試体
番号

部材
種類

SF添加量
[vol.%]

有効高さ
d[m] a/d せん断

補強筋
有効緊張力

Pe (kN)
S2-1 RC 0.0 0.35 3.0 無 0
S2-2 RC 0.0 0.35 3.0 D10ctc.125 0
S2-3 RC 0.5 0.35 3.0 無 0
S2-4 RC 0.5 0.35 3.0 D6ctc.125 0
S2-5 PC 0.0 0.35 3.0 無 155
S2-6 PC 0.0 0.35 3.0 D10ctc.125 155
S2-7 PC 0.5 0.35 3.0 無 155
S2-8 PC 0.5 0.35 3.0 D6ctc.125 155

 

表－2 超高強度モルタルの強度性状 

σ3 σ28

S2-1
S2-2
S2-3
S2-4
S2-5
S2-6
S2-7
S2-8

圧縮強度[N/mm2]供試体
番号

168.2

165.4

168.2

165.4

169.7

175.7

169.7

175.7

9.9

8.7

39400

40500

39400

40500

ヤング係数

Ec [N/mm2]
引張強度

σt[N/mm2]

9.9

8.7

 

￠ ￠

P
￠

ctc125(SD295)

＜Ｓ２－１，Ｓ２－３，Ｓ２－５，Ｓ２－７＞

＜Ｓ２－２，Ｓ２－４，Ｓ２－６，Ｓ２－８＞

側面図

標準部 断面図 端部

P
￠

１０００ １０００

ＰＣ鋼棒（φ３６，Ｂ種１号）
８＠５０＝
４００

４＠７５＝
３００

８＠１２５＝
１０００

８＠５０＝
４００

８＠１２５＝
１０００

４＠７５＝
３００

８＠５０＝
４００

８＠５０＝
４００

ＰＣ鋼棒（φ３６，Ｂ種１号）

ＰＣ鋼棒（φ３６，Ｂ種１号） ＰＣ鋼棒（φ３６，Ｂ種１号）

５０

４００

３２００

２４００
１０５０３００

１００ ２４０

１０５０
４００

１５
Ｄ６

Ｄ１０

Ｄ１０

１５

３５
０

５０

４０
０

２０

１０
０

１０
０

３５
０

５０

４０
０

５０

４００
１０５０ ３００

２４００

３２００

１０５０
４００

５０

５０

４０
０

４０
０

図－5 供試体一般図 

 

-63-



剛性が実験値の半分程度となり，実際の挙動と異なって

いる。また，収縮ひずみが 400μと 500μの場合は，初

期ひずみとして導入した直後では，ひび割れがほとんど

発生していないが，耐力解析においては，かなり早い段

階で曲げひび割れが進展した。載荷荷重が 60kN 前後に

達した時点で斜めひび割れが発生した後，耐力が 110kN

まで上昇し，斜めひび割れの進展とともに耐荷力が急激

に低下し，斜め引張破壊した。なお，収縮ひずみを考慮

しない場合は，せん断耐荷力を 1.5 倍以上過大に評価す

る結果となった。 

 図－8 に解析により得られたせん断破壊時のひび割れ

性状を示す。ひび割れ性状からも収縮ひずみが 400μと

500μの場合では，軸方向鉄筋付近で曲げひび割れが分

散した後，斜めひび割れが載荷点付近まで進展し，破壊

した挙動を表し，実挙動を適切に評価していることが確

認できた。一方，収縮ひずみが 600μと 700μの場合は，

分散した曲げひび割れが卓越し，実際と異なる挙動を示

している。 

 図－6 に示すように初期ひび割れ性状（ひび割れ間隔

およびひび割れ進展高さ）のみによる比較では，収縮ひ

ずみ 700μ程度が妥当であるとも考えられるが，破壊時

のひび割れ性状ならびに荷重－変位関係から，収縮ひず

み 400μ程度が妥当と考えられる。 

終局状態までを含めた結果に基づけば，蒸気養生中に

鉄筋の拘束を受ける発生自己収縮は 400μ程度であると

推定できる。なお，その他の供試体について，同じ手法

で検討した結果，S2-1 の供試体と同様に収縮ひずみ 400

μ程度が妥当であることが確認できた。 

 

4. 収縮ひずみを考慮した耐力解析結果 

 自己収縮ひずみを考慮した耐力解析結果を表－3 およ

び図－9 に示す。前節にも記述されているように，解析

対象供試体に発生する収縮が 400μ程度と推定されるた

め，本解析では全ての供試体に統一した収縮ひずみ（400

μ）を導入した後，耐荷力解析を行った。図中の点（▲）

は実験結果で，実線は収縮ひずみを考慮した解析結果，

破線は収縮ひずみを考慮しない解析結果を示す。また，

高強度コンクリートモデルの妥当性を確認するため，収

縮ひずみを考慮した普通強度コンクリートモデル 5),6)の

解析結果も併せて一点鎖線で示す。なお，図中の斜体字

は実験値を表す。その結果，S2-1 供試体では，載荷荷重

が 100kN 付近で斜めひび割れが発生した後，直ちに破壊

に至った挙動を精度良く評価していることが確認でき

た。それに対し，収縮ひずみを考慮しない場合は，部材

の剛性やせん断耐荷力を実験結果より過大に評価した

結果となった。また，普通強度コンクリートモデル 5),6)

で解析を行った場合も，ひび割れ発生荷重や破壊形態は
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実験結果と同等であるが，せん断破壊耐力を過大に評価

した。一方，S2-2 供試体では，収縮ひずみの影響や解析

モデルによるせん断耐力の違いが顕著に認められなか

ったが，収縮ひずみを考慮することにより，初期剛性や

斜めひび割れ発生荷重の解析値が実験値に近づき，ひび

割れ発生後の部材剛性は実験結果とほぼ一致している

ことが確認できた。同様に S2-5 と S2-6 供試体では，桁

製作後，プレストレスが導入されたことにより，初期ひ

び割れは発生しなかったが，収縮ひずみを考慮すること

により，斜めひび割れ発生荷重およびせん断耐荷力とも

実験結果とよい一致を示している。S2-2，S2-5，S2-6 供

試体では，収縮ひずみならびに高強度コンクリートのせ

ん断伝達モデルの影響が顕著でなく，このことから今回

対象とした供試体に対しては，せん断補強筋やプレスト

レスを導入することで，高強度の特徴的な現象が構造物

に及ぼす影響を緩和できる可能性が示されている。 

 図－10 に解析結果により得られたせん断破壊時のひ

び割れ性状を示す。いずれの供試体においてもひび割れ

性状や破壊形態を精度良く再現することが確認できた

が，本供試体のように鉄筋が比較的多く配置されている

場合，鉄筋周りに曲げひび割れが無数に分散しており，

補強筋の付着による影響が顕著に認められる結果とな

った。これらの問題に対し，鉄筋の付着モデルを考慮し

た解析による更なる検討が望ましいと考えられる。 

表－3 収縮ひずみを考慮した耐力解析結果 

実験値 解析値 比率 実験値 解析値 比率

S2-1 100 108 1.08 108 115 1.06 斜め引張破壊

S2-2 110 175 1.59 554 575 1.04 せん断圧縮破壊

S2-5 120 150 1.25 412 450 1.09 せん断圧縮破壊

S2-6 120 138 1.15 560 570 1.02 せん断圧縮破壊

供試体
斜めひび割れ発生荷重 [kN] せん断破壊荷重[kN]

破壊形態
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5. まとめ 

 本研究では，格子等価連続体モデルを用いて，収縮ひ

ずみを考慮した耐力解析による検討を行った。その結果，

以下の結論を得た。 

(1) 超高強度モルタルを用いた本供試体の場合，蒸気養

生中に発生した自己収縮ひずみは 400μ程度である

と推定される。 

(2) せん断補強筋を有する，あるいはプレストレスを作

用する部材に対し，高強度材料のひび割れ面におけ

るせん断伝達機構は構造物に及ぼす影響が緩和され

る可能性がある。 

(3) 等価連続体モデルの高強度コンクリートせん断伝達

モデルを用いることにより，自己収縮が斜めひび割

れ発生荷重およびせん断耐荷力に及ぼす影響を数値

解析的に評価することが可能である。 

(4) 超強度モルタルのひび割れ性状は，骨材が割裂した

高強度コンクリートと同様であり，高強度コンクリ

ートのせん断伝達モデルが超強度モルタル材料に対

しても十分に適用可能であることが確認できた。 
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